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2021春季要求回答交渉に向けた課題
「民間では法違反になることは承知している」～では公務としてどう対応する？
妊婦の雇止めは民間であれば均等法違反。法の精神を無視するのか、遵守するのか、当局の回答は？
　妊娠を契機とした会計年度任用職員の雇止め問題については、3月26日のＮＨＫニュースで取り上げられ、3月27日には神奈川新聞、4月10日には朝日新聞で報道されるなど、広く世間の注目を集めています。

自治労県職労は3月23日の2021年春季要求書提出交渉で、「妊娠された会計年度任用職員の雇止めは、民間企業であれば男女雇用機会均等法違反だ。法の適用除外であっても法の精神を踏まえて雇用継続すべきである。」と要求しました。

これに対して労務担当局長は、「妊娠している会計年度任用職員の任用の問題は、業務見直しの結果であり、妊娠が理由ではない。ただ、民間では法違反になることは承知している。公務が適用除外とされている根拠をしっかり確認したい。」と回答しています。
民間企業では「業務の見直し」による妊婦の雇止めは法違反
男女雇用機会均等法をおさらいしたいと思います。

厚生労働省は、「妊娠・出産・育休等の事由を『契機として』不利益取扱いが行われた場合は、原則として妊娠・出産・育休等を『理由として』不利益取扱いがなされたと解され、法違反」としています。
　また、「不利益取扱い」とは、有期雇用労働者の雇止めも対象であり、「契機として」いるかは、「基本的に、妊娠・出産・育休等の事由と時間的に近接しているかで判断する」「妊娠・出産・育休等の事由の終了から１年以内に不利益取扱いがなされた場合は『契機として』いると判断する。」としています。
　厚生労働省は次のケースを例外としていますが、これは使用者側に証明責任があります。

・債務超過や赤字の累積など不利益取扱いをせざるを得ない事情が生じているか

・不利益取扱いを回避する真摯かつ合理的な努力（他部門への配置転換等）がなされたか
　つまり、神奈川県が民間企業ならば、法違反に該当することになります。

当局の選択肢は２つだけ！

　「民間では法違反になることは承知している」のであれば、当局の選択肢は次の２つです。

①民間企業では法違反であっても、「公務は法の適用除外だから問題ない＝何もしない」と開き直る。
②法の適用除外であっても、「公務が法の精神に反することを行うべきではない」と判断し、当事者の雇用を継続するとともに制度を整備する。
　回答交渉で当局に明確にお答えいただきたいと思いますが、「適用除外」ということは、「法の精神に反してよい」、「民間企業と同様の対応をしてはいけない」ということではありません。
　また、民間企業に対して、「非正規労働者の雇止めの回避」や「男女雇用機会均等法の遵守」を呼びかけている神奈川県が、自ら法の精神に反する行為はできないはずです。

　民間企業では、有期雇用労働者を5年間雇用した場合、当該労働者が申し出たときには、無期雇用に転換しなければならないという、いわゆる「無期転換制度」があります。これについては公務員法制との関係で、法整備が必要かもしれません。
　しかし、「妊娠した会計年度任用職員の任用」を「継続する」ことや、正規職員との給与、労働条件の格差を是正する「同一労働同一賃金」の導入は、県がその決意をもって規定すれば可能なことです。回答交渉ではぜひ当局の決意をお聞きしたいと思います。
　「育児・介護を理由に退職した職員の再採用制度」、「専門的職務指導員制度」、「呼称の使用」などが、既に全庁掲示板にも掲載されていますが、概要と課題等について記載します。
育児・介護を理由に退職した職員の再採用制度
　介護を理由に退職した職員の再採用制度の導入は、この間自治労県職労が要求してきた課題であり、その意味では一歩前進です。
　しかし、今回導入された制度は、育児を理由とした場合はともかく、介護で退職する職員にとっては、改善すべき課題が多い制度です。現実的に退職者が戻れる制度となるよう今後改善を求めていきます。
【課題】
〇概要には記載されていませんが、取扱要綱には、「退職の取扱い」として「再採用を希望し、退職した者は、自己の都合により退職したものとして取り扱う。」とあります。
つまり、退職手当は「自己都合」区分となります。例えば、高卒35年勤続の53歳の職員では、勧奨退職の場合、支給率47.709ですが、自己都合の場合は39.7575で、その差は7.9515にもなります。
退職手当は給与の後払いであり、これでは50歳以上の職員が応募するとは到底思えません。

〇再採用が「退職後5年以内」とされていること。介護は先が読めません。退職時に「何年」などわかりません。なぜ5年なのか？柔軟な運用が必要です。

〇主査以上で退職の場合、原則主査級で再採用。管理職ならともかく、副主幹級で退職した職員が、仕事が変わらないのになぜ主査なのか？合理的な根拠が不明。

	育児・介護を理由に退職した職員の再採用制度概要
１　制度導入の目的等
育児又は介護を理由にやむを得ず退職する職員について、職員経験の活用を図る観点から、県を一旦退職した者を再び県職員として採用するもの。

２　対象者 
(1) 退職理由　育児・介護を理由に退職
(2) 在職期間　５年以上
(3) 離職期間　退職後５年以内 
３　再採用の方法 

〇再採用を希望する者は、退職時に退職の事情を記した再採用願を所属長あてに提出
〇再採用を希望する者は、再採用選考申込書を人事課あて提出
〇人事課は、再採用選考申込書を提出した者に、再採用選考の実施時期を通知
〇人事課において、再採用選考を実施し、合否を決定し、受験者に通知　合格者を再採用
４ 再採用時の処遇
○ 職種については、原則として退職時と同一職種
○ 職務の級については、原則として退職時の級に応じ、原則として主査級以下で採用
・主査級以上で退職＝原則、主査級で再採用
・主任主事、主事で退職＝主任主事又は主事で再採用


専門的職務指導員制度
　自治労県職労は、今期の春闘要求でも、人材育成を進めるために「スーパーバイザー制度」の導入を求めています。その観点で今回の「専門的職務指導員制度」の改正は一定評価できるものです。
　ただ、人材育成は「おまけ」でできるものではありません。事務分担に位置付け、他の分担を減らすなど人材育成に注力できる環境を整える必要があります。

	専門的職務指導員制度改正概要
１　基本的な考え方
かつての採用抑制等の影響により30歳台後半から40歳台前半が少ない職員構成となっている中、大量退職していくベテラン職員の知識・経験をしっかりと蓄積・継承していく必要があり、より積極的な活用を促進するため、手続きの簡略化を図る。

「人生100歳時代」の取組や民間における70歳までの雇用義務化の状況を踏まえ、県独自の取組として、優れた知識・経験を有する職員が最長70歳まで活躍できる環境を整備する。

２　主な改正内容

ア　簡略化の観点から、選定委員会の設置によらず、各局総務室長が推薦に基づき指定することとする。

イ　指定期間について、簡略化の観点から、再度の指定に係る手続きを要しないものとする。

ウ　指導員の職務について、自所属内外からの業務上の相談を受け付ける等、想定される活用方法に沿った表現に改める。

エ　所属長の責務について、指導員自身の負担に配慮すべきことを規定する。


呼称の使用～「班長」の負担が増えるだけ！運用は慎重に！
　確かに現在のグループリーダー、出先課長等の負担は大きいものがあります。しかしそれは、慢性的な人員不足が原因です。
　人員の手当てをしないで、責任と仕事を「班長」に移せば、給料は増えない、手当もつかないのに「班長」の負担だけが増えるばかりです。
　必要な人員が配置されるまで「班長」の指定は慎重に運用すべきです。

	呼称制度概要
１ 概要
組織・人事改革戦略等に基づく人材育成の観点から、副主幹や主査がグループ等（出先機関の課）内のサブリーダーとして業務を取りまとめ、グループリーダー等（出先機関の課長等 ）がグループ等のマネジメント及び所属長の補佐に注力できる体制を構築するとともに、業務マネジメントを行う立場であることを明確にするため、呼称の活用を促す。
２ 主な改正内容

(1) 「班長」等の指定

グループリーダー等の下で、業務を取りまとめる職（副主幹や主査）に、「班長」等の呼称を使用することで、グループ等内での役割を明確にし、業務を円滑に実施するとともに、指定された職員が業務マネジメントを経験できるようにする。

 (2) 指定の手続きの簡略化

班長等の呼称については、活用を促す観点から、所属長が指定するものとする。 

※ 班長等の指定は、グループ等ごとに必須で行うものではなく、該当する職（副主幹や主査）の配置状況や業務の習熟状況に応じて、所属長が任意に行うものであり、年度途中に随時に行うことも可能。また、異動前後で班長等が継続されない場合もあり得るもの。


マスク等の着用が困難な状態にある発達障害のある方等への理解を！
　発達障害のある方については、触覚・嗅覚等の感覚過敏といった障害特性により、マスク等の着用が困難な状態にある場合があります。こうした障害特性により、マスク等の着用が困難な方に対する皆様のご理解をお願いいたします。（厚生労働省ＨＰより抜粋）

